
 

出資法人等経営状況報告書 

 

１ 作成年月日及び担当部署 

作成年月日 令和 4年 8月 23 日 担 当部署 農林水産部 農政課 

 

※以下は令和 4年 3月 31 日現在の内容です。 

２ 法人等の概要 

法 人 名 公益財団法人 大島農業振興公社 

代 表 者 
理事長 丸山 晴己 

■ 常 勤   □ 非常勤 ■ プロパー  □ 市兼務  □ その他 

所 在 地 新潟県上越市大島区牛ケ鼻 2649 番地 

設立年月日 平成 6年 3月 7日 

基 本 金 51,000 千円 市出捐割合 98.0％ 

設 立目的 

 上越市大島区の区域における農業の担い手の育成、農作業の支援等を行うこと

により、中山間地域の農業生産の維持及び向上並びに農地の効率的利用を図り、

もって大島区の区域の農業振興に寄与する。 

主な事業 

⑴ 農業の担い手の育成に関する事業 

⑵ 農作業の支援に関する事業 

⑶ 農用地の保全に関する事業 

⑷ 前 3号に掲げる事業に関する情報の収集及び提供に関する事業 

⑸ 農地の有効利用及び効率的な使用を促す農地の貸し借り等権利調整に関する

事業 

⑹ 技術習得等を目的とした研修等事業 

⑺ その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

３ 役員数                                                           （単位：人） 

 常勤 非常勤 計 
内 訳 

プロパー 市兼務 その他 

理事 1 6 7 7 0 0 

監事 0 2 2 2 0 0 

計 1 8 9 9 0 0 

 

４ 職員数                            （単位：人） 

 計 
内 訳 

プロパー 市兼務 

正社員 4 4 0 

その他 0 0 0 

計 4 4 0 
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５ 事業実績（概要） 

【令和 3年度の経営状況】 

一般正味財産と指定正味財産の増減額の合計は、前期比 2,429 千円の減となり、全体収支で

は△1,880 千円の赤字であり、正味財産期末残高は 85,446 千円となった。 

   主な要因として、経常収益では主食用米の販売量や農作業受託面積の減少に加え、園芸事業

におけるアスパラガス生産の減少等に伴い前期比 1,722 千円の減となり、経常費用では資材費

の増加等に伴い前期比 489 千円の増となったことによるもの 

【令和 3年度の主な取組】 

○農作業支援事業 

 ・基幹農作業受託事業 

農業従事者の高齢化や後継者不足による耕作放棄地の発生を防止するため、次の農作業を

受託した。 

項 目 
令和元年度 

受 託 面 積 

令和 2年度 

受 託 面 積 

令和 3年度 

受 託 面 積 

耕 う ん 5.7 ㏊ 4.9 ㏊ 5.8 ㏊ 

代 か き 7.3 ㏊ 6.8 ㏊ 4.8 ㏊ 

田  植 6.0 ㏊ 4.6 ㏊ 4.1 ㏊ 

刈  取 9.1 ㏊ 10.4 ㏊ 7.7 ㏊ 

延べ面積 28.1 ㏊ 26.7 ㏊ 22.4 ㏊ 

・農地集積及び農地借入れによる農業経営 

   担い手への農地集積を推進するとともに、受け手がない農地については公社自らが担い手

となって管理耕作した。 

   生産した米は、「おおしま育ち｣の名称で全国各地へ販売した。品質･安全性等の面で好評を

得るも、販路が固定化し販売量は減少傾向にある。 

項 目 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

借 入 面 積 33.3 ㏊ 14.6 ㏊ 13.5 ㏊ 

公社耕作面積 
(水稲作付面積) 

21.9 ㏊ 
（15.7 ㏊） 

12.5 ㏊ 
（12.0 ㏊） 

13.1 ㏊ 
（13.1 ㏊） 

水 稲収穫量 
(10a 当たり収量) 

70t 
(7.4 俵) 

61t 
(8.5 俵) 

68t 
(8.6 俵) 

○園芸事業 

上越市及びＪＡえちご上越の協力を得て、温室 2 棟で花苗の生産を行ったほか、アスパラガ

ス栽培が定植後 10 年を経過し植替えの時期を迎えたことから、春の収穫をもって終了した。 

試験的にねぎ栽培に取り組んだが、製品化の手間や出荷時期等の課題が残る結果となった。 

区 分 平成元年度 令和 2年度 令和 3年度 

花苗生産  4,590 千円 4,692 千円 4,782 千円 

野菜生産等  4,291 千円 2,351 千円 1,472 千円 

合 計 8,881 千円 7,043 千円 6,254 千円 

○地域マネジメント組織の事務を支援 

  集落を超えて地域の課題に取り組む組織を支援した。（中山間地域等直接支払交付金等：大島

区農業振興会 13 支部、多面的機能支払 11 組織） 
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６ 財務状況（税抜） 

                                 （単位：千円） 

項 目 

令和元年度 

自 平成 31 年 4月 1日 

至 令和 2年 3 月 31 日 

令和 2年度 

自 令和 2年 4 月 1日 

至 令和 3年 3 月 31 日 

令和 3年度 

自 令和 3年 4 月 1日 

至 令和 4年 3 月 31 日 

正
味
財
産
増
減
計
算
書 

一般正味財産増減の部    

 経常収益 59,676 62,860 61,138 

  基本財産運用益 5 5 1 

  特定資産運用益 0 0 0 

  受取会費 0 0 0 

  事業収益 52,202 57,034 48,817 

  受取補助金等 6,924 5,264 11,493 

  その他経常収益 545 557 827 

 経常費用 61,383 63,379 63,868 

  事業費 59,768 60,935 61,647 

  管理費 1,615 2,443 2,221 

 当期経常増減額 △1,707 △519 △2,730 

  経常外収益 0 1,958 1,686 

  経常外費用 0 0 191 

 当期経常外増減額 0 1,958 1,495 

 
税引前当期一般 
正味財産増減額 △1,707 1,439 △1,235 

  法人税等 0 0 0 

 当期一般正味財産増減額 △1,707 1,439 △1,235 

 一般正味財産期首残高 34,658 32,951 34,391 

 一般正味財産期末残高 32,951 34,391 33,155 

指定正味財産増減の部    

 当期指定正味財産増減額 1,350 △890 △645 

 指定正味財産期首残高 52,475 53,825 52,935 

 指定正味財産期末残高 53,825 52,935 52,291 

正味財産期末残高 86,777 87,326 85,446 

項 目 令和 2年 3月 31 日現在 令和 3年 3月 31 日現在 令和 4年 3月 31 日現在 

貸
借
対
照
表 

資 産 98,030 101,585 101,666 

負 債 11,254 14,259 16,220 

正味財産 86,777 87,326 85,446 

 指定正味財産 53,825 52,935 52,291 

 一般正味財産 32,951 34,391 33,155 

※ 金額については、千円未満を四捨五入して表示しており、端数処理の関係上、決算書及び計算結

果と一致しない場合があります。 
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７ 市からの財政支出等 

⑴ 委託額（税込）                             （単位：千円） 

内 訳 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 備考 

① 農業実習交流センター委託 159 118 0  

② 除雪作業委託 3,157 10,943 13,348  

③ 温室除排雪作業委託 204 1,085 1,085  

④ 公共花壇等管理運営業務委託 6,582 6,511 4,915  

計 10,102 18,657 19,348  

 

⑵ 財政援助額（税込）                           （単位：千円） 

内 訳 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 備考 

① 補助金（助成金） 3,180 3,180 2,360  

② 貸付金 0 0 0  

③ 損失補償 0 0 0  

④ 債務保証 0 0 0  

⑤ その他（     ） 0 0 0  

計 3,180 3,180 2,360  

 

８ 今後の経営計画等 

 ⑴ 次期事業計画 

設立当初からの基本理念及び定款に定める目的に基づく事業展開を行い、また、関係機関と

の連携を図り、農政活動や地域農業への支援体制を強化するとともに、公社自身の経営の健全

化及び財政的な自立に向けた努力を継続し、地域農業を支える公社機能の充実に努める。 

項  目 令和 4年度計画 令和 3年度実績 

農作業支援事業（農作業受託事業） 23.0 ha 22.4 ha 

地域農業活性化事業（管理耕作分） 11.8 ha 13.1 ha 

花苗生産 4,169 千円 4,782 千円 

野菜生産等 832 千円 1,472 千円 

植栽管理 1,682 千円 1,627 千円 

マネジメント事業 3,499 千円 3,669 千円 
 

 

⑵ 中長期経営計画 

・ 農地保全事業では、保倉川沿い等のまとまった農地の借受けを進め、経営面積の拡大を図

る。また、専門家等の指導を受け米販売の営業ノウハウを取得し、販売拡大に取り組む。 

・ 園芸の技術習得では、収量の低下しているアスパラガスに代えて、自然薯の作付けを拡大

するほか、高収益作物について試験的に取り組む。 

・ 現有の農業用機械や設備を可能な限り長期間使用し、更新が必要な場合はリースや中古機

械の譲受け等を検討する。 

・ 冬期間の収入を確保し公社経営の安定化を図るため、市道除雪を継続する。 
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９ 令和 4年度 経営状況の分析・評価 

⑴ 第三セクター等の経営状況の分析・評価のフローチャート 

※「第三セクター等に対する関与方針」から抜粋 

Ｄ 
債務超過に陥っている、又は、資本金の 50％を超え

る累積欠損金がある、若しくはそのおそれがあるか 

はい 

→ 

第三セクター等評価委

員会に見解を求める 

↓いいえ 
 

Ｃ 3 期連続の赤字であるか 
はい 

→ 

↓いいえ 
 

Ｂ 法人の経営の持続可能性に懸念のある事項はあるか 
はい 

→ 

↓いいえ 
  

Ａ 現状では、当該法人の経営状況に問題（課題）なし 

  

 

 

フローチャートによる評価 Ｂ →（2）へ 

【特記事項】 

 市からの運営費補助（2,360 千円）がない場合、経営の持続可能性について懸念があること

からＢ評価となった。 

 

 非営利法人においては、累積欠損金という概念がないため、初期の正味財産に対する減

少分を累積欠損金と読み替える。 

 「3 期連続の赤字」の判断においては、「当期一般正味財産増減高」と「当期指定正味財

産増減高」の合計がマイナスとなる場合は、赤字と読み替える。 

フローチャートによる評価基準 備考 

Ａ 経営状況に問題（課題）なし 引き続き経営努力を行う 

Ｂ 法人の経営の持続可能性に懸念がある 

経営健全化の可能性について、第三セクタ
ー等評価委員会に見解を求める 

Ｃ 当期純利益が 3期連続の単年度赤字である 

Ｄ 
債務超過に陥っている、又は、 
資本金の 50％を超える累積欠損金がある 
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⑵ 令和 4年度 第三セクター等評価委員会の分析・評価 

第三セクター等評価委員会の評価 

■ 課題あり 

□ 課題なし 

第三セクター等評価委員会の分析 

【上記評価の理由】 

 人件費の抑制など経費削減策にも取り組んでいるが、安定した米価収入が見込めないた

め、低収益構造にならざるを得ない。 

 既存事業だけでの黒字化は難しく現実的でなく、引き続き、行政における財政支出（運

営費補助金）に頼らざるを得ない状況は続くだろう。 

 除雪作業を請け負っているが、降雪量によって左右されるものであり、安定的な収益の

期待が難しい。 

【指摘事項等】 

①  新たに始めた自然薯の生産については、安定的な生産・供給体制を構築するとともに、

先達栽培者から栽培方法のレクチャーを受けるなど品質等の向上に努め、ブランド化を

図るべき。 

②  よろず支援拠点の専門家派遣や、ＮＩＣＯの専門家派遣等を活用し、ブランディング、

マーケティングの支援を受け、ブランドアイデンティティ、ＵＳＰ（独自の強み）を確

立し、その上で販路開拓を図るべき。 

③ 市がリーダーシップを発揮し、ブランド戦略やマーケティング戦略を推進すべき。 

 

⑶ 分析・評価結果を受けての対応方針 

第三セクターによる対応方針 

① ② 

・ 設立目的である「上越市大島区における農業の担い手育成、農作業の支援等を行うこと

により、中山間地域の農業生産の維持及び向上並びに農地の効率的利用を図る」に基づ

き、地域農業の振興に取り組む。 

・ より安定した経営を目指して、公益性の高い取組とのバランスを考慮しながら、令和 3

年度に策定した中期経営計画に基づき、経営改善に努めていく。 

・ 特に収入の増加を図るため、専門機関等から指導を受けながら、品質の高い自然薯など

の園芸作物の安定生産を確保していくとともに、大島区の特産米となる「おおしま育ち」

のブランド化に取り組む。 

市担当部署による対応方針 

 当該公社が担う農地の保全や農業者への作業支援、担い手の育成等は、中山間地農業を

支える公益性の高い取組であり、今後も地域の担い手の中核組織として継続していく必

要があると認識している。 

 公益的な取組を優先した場合は収入の減少につながる恐れがあるが、黒字化にこだわる

ことなく、当該公社が担う地域の役割をしっかりと果たす中で、より良い経営改善が図

られることが肝要と考えている。 

 中期経営計画の進捗管理と合わせて、当面は自然薯や米「おおしま育ち」などの品質の

向上とブランド化に向けたマーケティング戦略等への支援を各公社横断的に実施する。 
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１０ 令和 3年度 第三セクター等評価委員会の分析・評価に対する対応状況 

令和 3年度 第三セクター等評価委員会の分析・評価【概要】 

① 売上に見合った費用構造を作るなど、市からの運営費補助が多い状況を改善する必要が

ある。 

② 花卉・園芸を強みとしていく必要がある。 

③ 援助に頼らない自立的な経営を求めるべきだが、中山間地の農地をどうすべきか、その

中で求める役割など、一段階上の議論を進めていくべき。 

④ 中長期の経営計画を策定し、定めた方向性や目標数値に対する進捗確認をすべき。 

第三セクターによる対応状況 

① 市道除雪の参入など安定経営に向けた収入増加と経費削減に取り組んでいる。 

② 長ネギなど園芸に新品目の栽培に取り組んでいる。 

④ 市担当課の協力を得て、評価委員会から指摘があった視点の検討も踏まえて、中期経営

計画を策定した。年に 2回ほど進捗を確認し、年度決算のタイミングで必要に応じて計画

を修正していくこととした。 

市担当部署による対応状況 

②③ 中期経営計画の策定を支援するとともに、経営改善に向けた方策を公社と一緒に検討

した。年に 2回ほど進捗状況を共有し、年度決算のタイミングで必要に応じて計画を修正

していくこととした。 
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自  令和 ３年 ４月 １日 

至  令和 ４年 ３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県上越市大島区牛ヶ鼻２６４９番地 

公 益 財 団 法 人 大 島 農 業 振 興 公 社 

事 業 報 告 書 
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令和３年度 事 業 報 告 書 

 

 

 ≪ 総   合 ≫ 

 米価の低迷や資材・燃料の高騰などにより、依然として厳しい農業情勢が続いています。水稲部門

では、所得の向上と経営の安定化を図るため、本年度から飼料用米を対象とし、複数年契約による水

田活用直接支払交付金事業へ取り組みました。また、安定生産と作業効率の向上を図るため、品種を

つきあかりとコシヒカリに絞り、平均反収は８．６俵となりました。 

 園芸部門では、花苗の生産は契約事業を含め、安定した生産及び販売となっています。農産物生産

では、アスパラガスが定植から１０年が経過し植え替えの時期を迎えたことから、春の収穫をもって

終了し、試験的にねぎ栽培へ取り組みました。製品化の手間や出荷時期の検討など、課題が多く残る

結果となりました。農産物の今後の取り組みについては、関係機関等からの指導を受け、安定生産に

取り組むと共にコスト低減に努めてまいります。 

マネジメント事業では、農用地の利用調整や、日本型直接支払交付金制度に関する事務支援、各種

団体の活動の支援に取り組みました。 

 収益事業として、公社の経営の安定化と経済力の強化、地域住民の生活道路等の確保に努めるため、

市道除雪作業を行いました。 

 

 

 ≪ 事業内容及び結果 ≫ 

Ⅰ 公益目的事業 

① 農業の担い手育成に関する事業 

  農業者の高齢化が進んでいることから、地域農業を持続的に発展させることを目的に、担い手の

規模拡大による経営安定を図るための支援等を行いました。 

 

② 農作業の支援に関する事業 

  耕作放棄や地域農業の衰退を未然に防止することを目的に、負担となっている基幹農作業を請け

負い実施しました。 

 （１）水稲育苗事業 

  ＪＡからの委託により、水稲苗の育苗硬化及び配達並びに施設の維持管理を行いました。 

   硬化ハウス ４棟（298㎡／棟）  維持管理 

    水稲硬化苗 ３，８６１枚 

    水稲苗配達 ２，５３１枚 

 

 

-9-



（２）基幹農作業受託事業 

  担い手不足や高齢化に伴う労働力及び農家の機械設備投資の軽減と、耕作放棄地の防止を図るた

め、基幹農作業受託等を請け負い、本年度は延面積 22.38haを実施しました。 

  詳細は、別紙事業実績のとおりです。 

 

③ 農用地の保全と地域農業の維持増進に関する事業 

  耕作放棄地や地域農業の衰退を未然に防止することを目的に、農地管理の維持が困難となった農

家の農地を借り受け、管理を行いました。 

  ・水稲作付面積 13.09ha － 「おおしま育ち」を栽培、販売 

  ・安全、安心、良食米の安定生産と、環境にやさしい米づくりへの取り組み 

  ・経営の安定化を図るため、水田活用直接支払交付金事業への取り組み 

 

④ 農業マネジメントに関する事業 

  地域の担い手育成や、経営の安定化を図るために必要な地域合意につながることを目的に、下記

の事業を行いました。 

（１） 農地利用集積円滑化事業【継続事業】 

 荒廃地の増加防止や農用地の効率的利用を目的とし、農地利用集積円滑化団体として、農用地の

利用調整を行いました。 

  利用権設定面積 2.06ha   うち流動化面積 2.06ha 

（２） 日本型直接支払制度に係る事務支援 

＊中山間地域等直接支払制度 

大島区農業振興会の事務局を請け負い、広域連携による農作業支援体制の確立、農業施策の情

報提供、中山間地域等直接支払制度に係る事務支援等を行っています。第５期対策が始まり、

取組面積及び支部数が減少しましたが、包括的に地域の農業を支える中心的役割として今後も

活動を続けていきます。 

  ＊多面的機能支払交付金制度 

１１地区の取組団体からの事務委託を受け、事業の円滑な推進に努めました。 

  ＊環境保全型農業直接支払交付金制度 

   制度の有効活用を図るため、「大島区の環境を守る会」を組織し、農地の保全と担い手の育成

に努めました。 

 

⑤ 園芸の技術習得に関する事業 

  地域の農業者が、容易に園芸導入に取り組むことができるよう支援することを目的とし、新規作

物を先行導入し、栽培技術の確立に努めました。 
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（１） 花苗の技術習得に関する事業 

 上越市の植栽事業及び市内各団体への花苗供給により、地域の緑化推進に協力しました。 

（２） 施設園芸等の技術習得に関する事業 

 周辺の畑地の有効活用と地域に根付いた振興を目標に、アスパラガス、ねぎ、自然薯、その他の

野菜類の栽培に取り組みました。露地野菜は気象条件等に左右されやすく、思うような成果が上げ

られませんでしたが、今後も複合営農に適した作物の探究に努めます。 

 

⑥ 農業実習交流センターの管理に関する事業 

  農業とのふれあいによる、心豊かな人づくりを目的に、大島農業実習交流センターの管理業務を

行いました。 

 

 

Ⅱ 収益事業 

 ① 冬期間の地域住民の生活道路の確保と、公共施設を安心して利用できる場を確保するため、道

路除雪及び温室周辺除雪を実施しました。 

 

 

 

 

 

令和 3 年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第 34条第 3 項に

規定する、付属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しませんので、作成はしてお

りません。 

 

令和 4年 6月 

公益財団法人 大島農業振興公社 
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面積等 金額（円） 面積等 金額（円）

耕うん 6.0 438,000 5.78 408,529 春 1.73ha　117,266円 秋 4.05ha　291,263円

代掻き 6.5 630,500 4.79 455,291 春 4.79ha　455,291円 秋 0.00ha　 　　 0円

田植え 4.0 244,000 4.10 228,426

刈取り 8.0 1,576,000 7.71 1,614,217

育苗硬化 3,000 2,856,000 3,861 3,770,151

水稲苗配達 3,000 330,000 2,531 313,215

機械回送 80 240,000 81 324,000

籾運搬 25,000 100,000 26,151 104,604

その他 0 人夫23H 41,400 作業補助人夫

計 6,414,500 7,259,833

作付面積

　コシヒカリ 5.30 5.29

　つきあかり 7.59 7.80

計 12.89 13.09

米販売収入

　小　　売 22,200 7,609,000 25,530 8,322,160

　送　　料 300,000 471,015

JA出荷（コシヒカリ） 11,820 2,561,000 11,400 2,413,351

JA出荷（つきあかり） 28,500 5,700,000 7,650 1,107,072

飼料米（つきあかり） 0 0 26,280 52,560

　屑米・端量米 1,940 117,000 148,461

　R3仮渡金追加払 0 120,155

　R2本精算 0 383,018

　その他 0 切り餅16 9,600

計 16,287,000 13,027,392

　賃貸料 217,741

2.06 222,720 2.06 222,720 　手数料 4,979

（利用権設定面積） （利用権設定面積） 合計 222,720

環境保全型農業
直接支払事務支援

50,000 38,200 　大島区の環境を守る会事務局　事務費

米販売促進事業 30,000 53,074 　米袋・発送用ダンボール箱販売

農地中間管理機構業務 150,000 229,249 　農地中間管理事業業務委託費

計 3,554,720 3,669,096

花苗生産

　春花苗 5,000 357,500 11,307 792,002

　秋花苗 5,000 275,000 4,550 272,175

　JA花苗 5,000 357,500 5,486 392,249

　その他 24,750 37,070 　ﾁｭｰﾘｯﾌﾟ球根、培土

計 15,000 1,014,750 21,343 1,493,496

農産物生産

　自然薯 280 449,000 262.10 547,680

　アスパラガス 1,020 1,444,000 410.40 617,336

　野菜類　ねぎ 2,250 562,500 1,271.50 167,640

　野菜類　白菜 350 70,000 526.00 138,910

計 2,525,500 1,471,566

公共花壇等管理

　花苗生産 3,288,456 3,288,456

　植栽管理 1,627,004 1,627,004

計 4,915,460 4,915,460

園芸合計 8,455,710 7,880,522

大島農業実習交流
センター管理事業

2,312,000

0

公
　
　
益
　
　
目
　
　
的
　
　
事
　
　
業

②
農
作
業
の
支
援

⑤
園
芸
の
技
術
習
得

790,000

0 0

⑥
管
理

2,333,188④
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

農地利用集積
円滑化事業

0

　品種別収穫量は次頁のとおり

単位：ha、枚、回、㎏、鉢

事業区分
当初計画 実　　　績

備　　　　　考

①担い手の育成

中山間地域等直接
支払事務支援事業

多面的機能支払
事務支援事業

令和３年度　事　　業　　実　　績

 大島区認定農業者会・大島区農業懇談会事務局

　交付金 7,173,957円は受取補助金等で計上している

792,665

③
農
用
地
の
保
全

2,333,188

　11取組団体から事務受託

　事務費
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面積等 金額（円） 面積等 金額（円）

市道除雪受託事業

　春先除雪 25H 575,000 283,140

ｽﾉｰﾎﾟｰﾙ設置・撤去 0 撤去60・設置76 240,240

　実稼働 240H 6,720,000 270H 7,615,190

　固定費 1,410,640 1,317,360

　待機補償料 0H 0 0

　パトロール 50回 400,000 63回 609,620

　排雪作業 0 3,282,840

計 9,105,640 13,348,390

収益事業合計 10,190,680 14,433,100

44,902,610 46,269,943

令和３年産米　品種別収穫量

品　　種 作付面積（a） 精品重量（㎏） 平均反収（俵）

つきあかり 780.00 43,959.60 9.4

コシヒカリ 529.10 23,721.39 7.5

合　　計 1,309.10 67,680.99 8.6

実　　　績
備　　　　　考

事業収入合計

事業区分

収
１

温室除雪管理事業 1,084,710

当初計画

収
益
事
業

1,085,040
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令和３年度   業  務  報  告 

 

 

令和 ３年 ４月 １日  令和３年度事業開始 

      ４月 ５日  内部検討会：農業実習交流センター 

      ４月１４日  市道春先除雪 

      ６月１０日  令和２年度決算監査：農業実習交流センター 

      ６月１６日  令和３年度第１回通常理事会：農業実習交流センター 

      ６月２９日  令和３年度定時評議員会：農業実習交流センター 

      ７月２０日  大島区農業振興会正副会長会議：農業実習交流センター 

      ７月２８日  大島区農業振興会支部代表者会議：大島区公民館 

      ８月 ３日  中期計画検討会  上越市農政課、浦川原区総合事務所産業Ｇ 来社 

     １０月１１日  内部検討会：農業実習交流センター 

     １１月 ２日  温室譲渡説明会 

上越市農村振興課、浦川原区総合事務所産業Ｇ 来社 

             中期計画検討会  上越市農政課、浦川原区総合事務所産業Ｇ 来社 

     １１月１９日  立入検査：検査員 県庁地域農政推進課２名 

     １１月２２日  収入保険説明会：新潟県農業共済組合上越支所 来社 

     １１月２４日  中期計画検討会  上越市農政課、浦川原区総合事務所産業Ｇ 来社 

             内部検討会：農業実習交流センター 

     １２月 ２日  中期計画検討会  上越市農政課、浦川原区総合事務所産業Ｇ 来社 

     １２月 ７日  令和３年度第１回臨時理事会 

             内部検討会：農業実習交流センター 

令和 ４年 １月３１日  令和４年度予算会議：農業実習交流センター 

      ２月 ３日  中期計画検討会  上越市農政課、浦川原区総合事務所産業Ｇ 来社 

      ３月 １日  令和４年度予算会議：農業実習交流センター 

      ３月 ７日  令和４年度予算会議：農業実習交流センター 

      ３月１４日  内部検討会：農業実習交流センター 

      ３月１８日  令和３年度第２回通常理事会：農業実習交流センター 

      ３月２５日  令和３年度臨時評議員会：農業実習交流センター 
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令和３年度  理 事 会 ・ 評 議 員 会 の 開 催 状 況 

 

１．理事会 

開催日時 
出 席 

理事数 
議     題 

備 考 

（現在数） 

令和 3年 

 6月 16日 
6名 

議案第 1号 令和 2年度公益財団法人大島農業振興公社事業報告について 

議案第 2号 令和 2年度公益財団法人大島農業振興公社決算報告について 

議案第 3号 令和 3年度定時評議員会の召集の決定 

議案第 4号 職員に対する 6月支給期末手当の支給率について 

理事 7名 

監事 2名 

令和 3年 

 12月 7日 
6名 

議案第 1号 職員に対する 12月支給期末手当の支給率について 

議案第 2号 固定資産【除雪機】の取得について 

議案第 3号 公益財団法人大島農業振興公社職員給与に関する規程の一部改正 

について 

議案第 4号 公益財団法人大島農業振興公社職員退職金支給規程の一部改正に 

ついて 

理事 7名 

監事 2名 

令和 4年 

 3月 18日 
6名 

議案第 1号 公益目的事業の変更の届け出について 

議案第 2号 令和 4年度公益財団法人大島農業振興公社事業計画（案）について 

議案第 3号 令和 4年度公益財団法人大島農業振興公社収支予算（案）について 

議案第 4号 公益財団法人大島農業振興公社中期計画の策定について 

議案第 5号 令和 3年度臨時評議員会の召集の決定 

理事 7名 

監事 2名 

 

 

 

２．評議員会 

開催日時 出席数 議     題 
備 考 

（現在数） 

令和 3年 

 6月 29日 
6名 

議案第 1号 令和 2年度公益財団法人大島農業振興公社事業報告の承認 

議案第 2号 令和 2年度公益財団法人大島農業振興公社決算報告の承認 
7名 

令和 4年 

3月 25日 
6名 

議案第 1号 公益目的事業の変更の届け出について 

議案第 2号 令和 4年度公益財団法人大島農業振興公社事業計画（案）の承認 

議案第 3号 令和 4年度公益財団法人大島農業振興公社収支予算（案）の承認 

議案第 4号 公益財団法人大島農業振興公社中期計画の策定について 

7名 
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役 職 員 の 前 年 度 比 較 状 況 

 

摘 要 R3.3.31 R4.3.31 増 減 備 考 

理 事 ７ ７ ０  

監 事 ２ ２ ０  

評 議 員 ７ ７ ０  

役員等合計 １６ １６ ０  

一 般 職 ２ ２ ０  

現 業 職 ２ ２ ０  

派 遣 ０ ０ ０  

職 員 合 計 ４ ４ ０  
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自  令和 ３年 ４月 １日 

至  令和 ４年 ３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県上越市大島区牛ヶ鼻２６４９番地 

公 益 財 団 法 人 大 島 農 業 振 興 公 社 

決 算 報 告 書 
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貸借対照表
令和 4年 3月31日現在

（単位:円）

科        目 当年度 前年度 増  減

          未                 収                 金 2,856,389 1,411,896 1,444,493

Ⅰ　資産の部

  １．流動資産

          現金預金 3,813,667 2,733,696 1,079,971

  ２．固定資産

        流動資産合計 9,217,056 7,691,592 1,525,464

          棚          卸           資           産 2,547,000 3,546,000 △ 999,000

        基本財産合計 51,000,000 51,000,000 0

    (2) 特定資産

    (1) 基本財産

          定          期           預           金 51,000,000 51,000,000 0

        特定資産合計 25,926,814 25,959,864 △ 33,050

    (3) その他固定資産

          退   職   給    付    引    当   資   産 10,998,500 10,031,550 966,950

          減   価   償    却    引    当   資   産 14,928,314 15,928,314 △ 1,000,000

          車       両        運        搬       具 8,538,896 8,140,001 398,895

          什          器           備           品 3 23,762 △ 23,759

          建                                    物 58,381 198,020 △ 139,639

          農       業        用        機       械 6,924,723 8,571,928 △ 1,647,205

        固定資産合計 92,448,818 93,893,576 △ 1,444,758

          冷          蔵           設           備 1 1 0

        その他固定資産合計 15,522,004 16,933,712 △ 1,411,708

  １．流動負債

          未                 払                 金 4,938,189 2,540,076 2,398,113

        資産合計 101,665,874 101,585,168 80,706

Ⅱ　負債の部

        流動負債合計 5,221,356 4,227,690 993,666

  ２．固定負債

          預                 り                 金 283,167 373,348 △ 90,181

          賞       与        引        当       金 0 1,314,266 △ 1,314,266

        負債合計 16,219,856 14,259,240 1,960,616

          退    職    給     付     引    当    金 10,998,500 10,031,550 966,950

        固定負債合計 10,998,500 10,031,550 966,950

        指定正味財産合計 52,290,654 52,935,201 △ 644,547

        （ う ち 基 本 財  産  へ の 充 当 額 ） (51,000,000) (51,000,000) (        0)

Ⅲ　正味財産の部

  １．指定正味財産

  ２．一般正味財産 33,155,364 34,390,727 △ 1,235,363

        （ う ち 特 定 資  産  へ の 充 当 額 ） (25,926,814) (25,959,864) △ 33,050

        正味財産合計 85,446,018 87,325,928 △ 1,879,910

        負債及び正味財産合計 101,665,874 101,585,168 80,706
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正味財産増減計算書
令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月31日まで

（単位:円）

科        目 当年度 前年度 増  減

        基    本    財     産     運    用    益 1,020 5,100 △ 4,080

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

          基   本   財    産    受    取   利   息 1,020 5,100 △ 4,080

        事          業           収           益 48,816,943 57,033,784 △ 8,216,841

    (1) 経常収益

          農  作   業   支   援   事   業   収  益 7,259,833 7,618,671 △ 358,838

          農 用  地  の  保  全  等  事  業  収 益 13,027,392 18,134,339 △ 5,106,947

          農 業 マ ネ  ジ  メ  ン  ト  事 業 収 益 3,669,096 3,641,472 27,624

          園芸の 技 術 習 得 に 関 す る 事 業収益 7,880,522 10,022,055 △ 2,141,533

          農業実習交 流 セ ン タ ー 管 理 事業収益 0 119,077 △ 119,077

          除     雪      作      業      収     益 14,433,100 13,952,170 480,930

          期   末   農    産    物    棚   卸   高 2,547,000 3,546,000 △ 999,000

          受    取    国     庫     補    助    金 7,173,957 0 7,173,957

        受     取      補      助      金     等 11,492,925 5,264,158 6,228,767

          受 取  地  方  公  共  団  体  補  助 金 3,742,028 4,374,125 △ 632,097

          受          取           利           息 288 1,043 △ 755

          受  取   補   助   金   等   振   替  額 576,940 890,033 △ 313,093

        雑                 収                 益 826,983 556,819 270,164

        事                 業                 費 61,647,246 60,935,489 711,757

          役          員           報           酬 0 285,390 △ 285,390

          雑                 収                 益 826,695 555,776 270,919

    (2) 経常費用

        経常収益計 61,137,871 62,859,861 △ 1,721,990

          退     職      給      付      費     用 876,524 883,360 △ 6,836

          福       利        厚        生       費 3,129,642 3,136,575 △ 6,933

          給          料           手           当 15,585,354 18,051,698 △ 2,466,344

          臨       時        雇        賃       金 5,160,242 3,813,380 1,346,862

          減       価        償        却       費 5,421,134 5,180,068 241,066

          消    耗    什     器     備    品    費 0 108,790 △ 108,790

          通       信        運        搬       費 939,007 1,060,588 △ 121,581

          燃                 料                 費 3,021,083 1,520,198 1,500,885

          光       熱        水        料       費 1,021,019 1,022,133 △ 1,114

          消          耗           品           費 7,021,541 7,162,790 △ 141,249

          修                 繕                 費 4,202,682 2,540,342 1,662,340

          保                 険                 料 723,411 664,822 58,589

          賃                 借                 料 2,473,900 2,001,517 472,383

          使                 用                 料 2,534,225 2,440,792 93,433

          支       払        手        数       料 756,886 998,086 △ 241,200

          委                 託                 費 1,707,932 2,467,142 △ 759,210

          租          税           公           課 3,191,700 1,694,100 1,497,600

          支       払        負        担       金 334,964 458,452 △ 123,488

        管                 理                 費 2,221,021 2,443,054 △ 222,033

          賞   与   引    当    金    繰   入   額 0 1,314,266 △ 1,314,266

          期   首   農    産    物    棚   卸   高 3,546,000 4,131,000 △ 585,000

          退     職      給      付      費     用 90,426 95,190 △ 4,764

          福       利        厚        生       費 243,852 221,136 22,716

          役          員           報           酬 0 31,710 △ 31,710

          給          料           手           当 1,202,760 1,224,000 △ 21,240

          通       信        運        搬       費 73,000 30,000 43,000

          会                 議                 費 117,020 132,640 △ 15,620

          旅       費        交        通       費 293,600 232,720 60,880

          消          耗           品           費 3,450 5,995 △ 2,545

          燃                 料                 費 18,000 15,000 3,000
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科        目 当年度 前年度 増  減

          使                 用                 料 32,000 32,000 0

          支       払        負        担       金 78,300 387,400 △ 309,100

          光       熱        水        料       費 50,000 16,000 34,000

          賃                 借                 料 16,000 11,000 5,000

        経常費用計 63,868,267 63,378,543 489,724

          評価損益等調整前当期経常増減額 △ 2,730,396 △ 518,682 △ 2,211,714

          支       払        手        数       料 2,613 8,263 △ 5,650

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

          評価損益等計 0 0 0

          当期経常増減額 △ 2,730,396 △ 518,682 △ 2,211,714

        受     取      補      助      金     等 67,607 1 67,606

          受  取   補   助   金   等   振   替  額 67,607 1 67,606

        固    定    資     産     売    却    益 1,617,998 1,957,999 △ 340,001

          車　両　運　搬　具   売   却   益 967,999 1,957,999 △ 990,000

          農　業　用　機　械   売   却   益 649,999 0 649,999

        固    定    資     産     除    却    損 190,572 0 190,572

        経常外費用計 190,572 0 190,572

        経常外収益計 1,685,605 1,958,000 △ 272,395

    (2) 経常外費用

          当期一般正味財産増減額 △ 1,235,363 1,439,318 △ 2,674,681

          一般正味財産期首残高 34,390,727 32,951,409 1,439,318

          当期経常外増減額 1,495,033 1,958,000 △ 462,967

          一般正味財産期末残高 33,155,364 34,390,727 △ 1,235,363

Ⅱ　指定正味財産増減の部

          指定正味財産期首残高 52,935,201 53,825,235 △ 890,034

        一 般  正  味  財  産  へ  の  振  替 額 △ 644,547 △ 890,034 245,487

          当期指定正味財産増減額 △ 644,547 △ 890,034 245,487

          指定正味財産期末残高 52,290,654 52,935,201 △ 644,547

Ⅲ　正味財産期末残高 85,446,018 87,325,928 △ 1,879,910
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正味財産増減計算書内訳表
令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月31日まで

（単位：円）

科        目 公益目的事業 収益事業 法人会計 合   計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

        基    本    財     産     運    用    益 1,020 0 0 1,020

          基   本   財    産    受    取   利   息 1,020 0 0 1,020

        事          業           収           益 34,383,843 14,433,100 0 48,816,943

          農  作   業   支   援   事   業   収  益 7,259,833 0 0 7,259,833

          農 用  地  の  保  全  等  事  業  収 益 13,027,392 0 0 13,027,392

          農 業 マ ネ  ジ  メ  ン  ト  事 業 収 益 3,669,096 0 0 3,669,096

          園芸の 技 術 習 得 に 関 す る 事 業収益 7,880,522 0 0 7,880,522

          農業実習交 流 セ ン タ ー 管 理 事業収益 0 0 0 0

          除     雪      作      業      収     益 0 14,433,100 0 14,433,100

          期   末   農    産    物    棚   卸   高 2,547,000 0 0 2,547,000

        受     取      補      助      金     等 10,312,925 0 1,180,000 11,492,925

          受    取    国     庫     補    助    金 7,173,957 0 0 7,173,957

          受 取  地  方  公  共  団  体  補  助 金 2,562,028 0 1,180,000 3,742,028

          受  取   補   助   金   等   振   替  額 576,940 0 0 576,940

        雑                 収                 益 614,990 206,905 5,088 826,983

          受          取           利           息 0 0 288 288

          雑                 収                 益 614,990 206,905 4,800 826,695

        経常収益計 45,312,778 14,640,005 1,185,088 61,137,871

    (2) 経常費用

        事                 業                 費 49,510,562 12,136,684 0 61,647,246

          役          員           報           酬 0 0 0 0

          給          料           手           当 12,527,730 3,057,624 0 15,585,354

          福       利        厚        生       費 2,655,087 474,555 0 3,129,642

          臨       時        雇        賃       金 4,082,233 1,078,009 0 5,160,242

          退     職      給      付      費     用 760,664 115,860 0 876,524

          通       信        運        搬       費 901,007 38,000 0 939,007

          減       価        償        却       費 3,762,401 1,658,733 0 5,421,134

          消    耗    什     器     備    品    費 0 0 0 0

          消          耗           品           費 6,934,386 87,155 0 7,021,541

          修                 繕                 費 1,984,290 2,218,392 0 4,202,682

          燃                 料                 費 1,752,662 1,268,421 0 3,021,083

          光       熱        水        料       費 898,019 123,000 0 1,021,019

          賃                 借                 料 1,678,895 795,005 0 2,473,900

          使                 用                 料 2,518,225 16,000 0 2,534,225

          保                 険                 料 639,165 84,246 0 723,411

          租          税           公           課 2,072,016 1,119,684 0 3,191,700

          支       払        負        担       金 332,964 2,000 0 334,964

          期   首   農    産    物    棚   卸   高 3,546,000 0 0 3,546,000

          支       払        手        数       料 756,886 0 0 756,886

          委                 託                 費 1,707,932 0 0 1,707,932

          賞   与   引    当    金    繰   入   額 0 0 0 0

        管                 理                 費 0 0 2,221,021 2,221,021

          役          員           報           酬 0 0 0 0

          給          料           手           当 0 0 1,202,760 1,202,760

          退     職      給      付      費     用 0 0 90,426 90,426

          福       利        厚        生       費 0 0 243,852 243,852

          会                 議                 費 0 0 117,020 117,020

          旅       費        交        通       費 0 0 293,600 293,600

          通       信        運        搬       費 0 0 73,000 73,000

          消          耗           品           費 0 0 3,450 3,450
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          燃                 料                 費 0 0 18,000 18,000

          光       熱        水        料       費 0 0 50,000 50,000

          賃                 借                 料 0 0 16,000 16,000

          使                 用                 料 0 0 32,000 32,000

          支       払        負        担       金 0 0 78,300 78,300

          支       払        手        数       料 0 0 2,613 2,613

2,503,321 △ 1,035,933 △ 2,730,396

          評価損益等計 0 0 0 0

        経常費用計 49,510,562 12,136,684 2,221,021 63,868,267

          当期経常増減額 △ 4,197,784 2,503,321 △ 1,035,933 △ 2,730,396

  ２．経常外増減の部

0 190,572

          当期経常外増減額 1,495,033 0 0 1,495,033

        経常外収益計 1,685,605 0 0 1,685,605

    (2) 経常外費用

        固　　定　　資　　産　　除　　却　　損 190,572 0 0 190,572

法人会計 合   計

          当期指定正味財産増減額 △ 644,547 0 0 △ 644,547

        一 般  正  味  財  産  へ  の  振  替 額 △ 644,547 0 0 △ 644,547

Ⅱ　指定正味財産増減の部

          一般正味財産期首残高 24,055,914 11,541,429 △ 1,206,616 34,390,727

          一般正味財産期末残高 22,386,194

科        目 公益目的事業 収益事業

Ⅲ　正味財産期末残高 74,676,848 13,011,719

13,011,719

        経常外費用計 190,572 0

    (1) 経常外収益

          評価損益等調整前当期経常増減額 △ 4,197,784

          指定正味財産期首残高 52,935,201 0

          指定正味財産期末残高 52,290,654 0

          当期一般正味財産増減額 △ 1,669,720 1,470,290

△ 2,242,549 85,446,018

0 52,935,201

0 52,290,654

△ 2,242,549 33,155,364

        他     会      計      振      替     額 1,033,031 △ 1,033,031 0 0

△ 1,035,933 △ 1,235,363

0

0

0 0 0

0 0 0

        受     取      補      助      金     等

          受 取  地  方  公  共  団  体  補  助 金

67,607 0 0 67,607        受　取　 補　助 　金　等 　振　 替　額

          車　 両 　運　 搬　 具　 売　　却　　益

        固　　定　　資　　産　　売　　却　　益 1,617,998 0 0 1,617,998

967,999 0 0 967,999

          農　 業　 用　 機　 械　 売　　却　　益 649,999 0 0 649,999
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　(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

　　棚卸資産　…　玄米を計上しており、平均売価により評価している。

　　旧定額法及び定額法によっている。

　　退職給付引当金　…　職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における自己都合要支給額に

　　　　　　　　　　　　相当する金額を計上している。

　(5)　リース取引の処理方法

　　ファイナンス・リース取引であるが、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理している。

　　消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

 2.会計方針の変更

 3.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

 4.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

からの充当額) 対応する額)
当期末残高

25,926,814

76,926,81476,959,864 966,950 1,000,000

からの充当額)

966,950 0

15,928,314 0 1,000,000

25,959,864 966,950 1,000,000

51,000,000 0 0 51,000,000

51,000,000 0 0

特定資産

当期末残高

基本財産

当期増加額

(うち一般正味財産 (うち負債に

減価償却引当資産

小      計

前期末残高 当期減少額

科      目

10,998,500

14,928,314

51,000,000

(うち指定正味財産

(51,000,000) (        0) (        0)

(        0)51,000,000 (51,000,000) (        0)

(        0) (10,998,500) (10,998,500)

(10,998,500)

小      計 25,926,814 (        0) (25,926,814)

(        0)

(10,998,500)

(25,926,814)

(        0) (14,928,314)

財 務 諸 表 に 関 す る 注 記

　　該当なし

  (3)  固定資産の減価償却の方法

 1.重要な会計方針

  (2)  棚卸資産の評価基準及び評価方法

76,926,814

  (6)  消費税等の会計処理

  (4)  引当金の計上基準

定 期 預 金

小      計

科      目

定 期 預 金

基本財産

合      計 (51,000,000)

51,000,000

14,928,314

特定資産

退職給付引当資産

10,031,550

10,998,500

小      計

退職給付引当資産

合      計

減価償却引当資産
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 5.担保に供している資産

　　該当なし

 6.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

 7.債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

　マネジメント事業収入

　除雪作業収入

 8.保証債務等の偶発債務

　　該当なし

 9.満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

　　該当なし

10.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

前期末 当期末

残　高 残　高

国 0 0

上越市 0 0

上越市 0 0

0 0

水田活用直接支払交付金 7,173,957 7,173,957  －

366,057

　車　両　運　搬　具

　農　業　用　機　械

　什　 器  　備 　品

合      計

科      目

84,199,067

0

10,915,985

 －

債権金額

571,460 0

貸倒引当金の当期末残高

10,915,985

1,382,028  －

　米販売代金収入

2,856,389 0

交付者

229,249

補助金

58,381

貸借対照表上

の記載区分

当　期

1

2,856,389

減少額

3

6,924,723

8,538,896

2,055,680

15,522,004190,573

15,565,853

571,460

229,249

68,486,489

債権の当期末残高

当期除却額

当　期

5,276,689 1

24,104,750

当期末残高

9,287,300 9,228,919

補助金等の名称

366,060

合      計

　冷　蔵　業　設　備

未 収 金

2,055,680

増加額

190,57338,048,971

0

5,276,690

　建　　　　　　　物

減価償却累計額

1,382,028

2,360,000

科      目 取得価額

45,164,267

2,360,000運営費補助金

合      計

中山間地域等直接支払交付金
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11.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

12.関連当事者との取引の内容

　　該当なし

13.重要な後発事象

　　該当なし

14.その他

　　該当なし

644,547合  　　  計

 処分による振替額

経常収益への振替額

67,607

576,940

経常外収益への振替額

内　　    容 金    額

 減価償却費計上による振替額
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１　基本財産及び特定資産の明細

　に記載している。

２　引当金の明細

退職給付引当金

目的使用 その他

10,031,550 966,950 0 0 10,998,500

賞与引当金

目的使用 その他

1,314,266 0 1,314,266 0 0

計 算 書 類 の 附 属 明 細 書

科　　　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

　 基本財産及び特定資産については、財務諸表の注記３．基本財産及び特定資産の増減及びその残高

賞与引当金

期末残高

退職給付引当金

科　　　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

-26-



退職給付引当金

                                          

  第四北越銀行安塚支店 運転資金として

財産目録
令和 4年 3月31日現在

（単位:円）
貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

                                          （新潟県信用農業協同組合連合会）

  (流動資産)

                                          預金 経営安定積立金 収入減少緩和交付金積立金 409,910

市道除雪作業料等の未収分 2,055,680

運転資金として 13,248  大島郵便局振替口座                                            

                                          普通預金 3,402,157
                                              えちご上越農業協同組合 運転資金として 3,143,534

  大島支店
                                            

9,217,056
  (固定資産)

                                          棚卸資産 上越市　玄米（30㎏）283袋 販売して得た収入を公益目的 2,547,000
                                          事業の財源として使用している
   流動資産合計

51,000,000

    特定資産 25,926,814

    基本財産 51,000,000
                                          定期預金   えちご上越農業協同組合 公益目的保有財産であり、運用 51,000,000

益を公益事業の財源として使用                                              定期預金(指定)   大島支店
している

                                          減価償却引当資産 14,928,314

                                          退職給付引当資産 10,998,500
                                              退職給付引当資産   えちご上越農業協同組合 職員3名に対する退職金の支払い 10,998,500

  (一般)   大島支店 に備えたもの

15,522,004
                                          建物 58,381

                                              減価償却引当資産   えちご上越農業協同組合 公益目的保有財産及び将来的な 14,928,314
  (一般)   大島支店 資産取得に備えたもの

    その他固定資産

6,924,723
                                              農機（指定） 上越市　田植機ほか 公益目的保有財産であり、公益 1,290,652

                                              建物（指定） 上越市　格納庫 公益目的保有財産であり、公益 1
                                              建物（一般） 上越市　堆肥置場 目的事業の施設に使用している 58,380
                                          農業用機械

0

                                              農機（一般） 上越市　コンバインほか 目的事業に使用している 5,634,071
                                          車両運搬具 8,538,896
                                              車両運搬具（指定）

3
                                              什器備品（一般） 上越市　パソコンほか 公益目的保有財産及び法人会計 3

                                              車両運搬具（一般） 上越市　搭載車、除雪機ほか 公益目的保有財産及び収益事業 8,538,896
（除雪機）で使用している

                                          什器備品

1
                                              冷蔵設備（指定） 上越市　保冷庫、冷蔵庫 公益目的保有財産であり、公益 1
                                            目的事業で使用している

                                          冷蔵設備

10,998,500

   固定負債合計 10,998,500
     負債合計 16,219,856
     正味財産 85,446,018

  (固定負債)

                                          に備えたもの
                                          職員に対するもの 職員3名に対する退職金の支払い

101,665,874

5,221,356   流動負債合計

                                          未払金 4,938,189

                                            （パソコン）で使用している

  (流動負債)

283,167

                                              事業費 業者等に対する未払い分 事業に供する未払い分 4,890,001
                                              管理費 業者等に対する未払い分 法人会計に供する未払い分 48,188
                                          預り金 第四銀行安塚支店 社会保険料、源泉所得税

   固定資産合計 92,448,818
     資産合計

現金 手元保管 運転資金として 1,600

                                          未収金 2,856,389
                                              農用地保全事業収入 業者等に対する未収額 米代金及び送料の未収分 571,460
                                              マネジメント事業収入 新潟県農林公社に対する未収額 中間管理事業業務委託費の未収分 229,249

245,375

                                              除雪作業収入 上越市に対する未収額
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自  令和 ４年 ４月 １日 

至  令和 ５年 ３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県上越市大島区牛ヶ鼻２６４９番地 

公 益 財 団 法 人 大 島 農 業 振 興 公 社 

事 業 計 画 書 
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令和４年度 公益財団法人大島農業振興公社事業計画書 

 

【 基本方針 】 

 農業情勢を取り巻く環境は、依然として厳しい状況が続いている中、公社経営の健全化と財政的

な自立が強く求められています。関係機関等からの指導を受けながら、大島区内における農業公社

の位置づけと今後の方向性を確立し、農政活動及び地域農業への支援体制の強化、多角的な収入源

や人材確保に努め、中長期的視野に立った運営努力を継続し公社の体質改善に努めます。 

  

 

Ⅰ．事業目的 

 

 農業者の高齢化や担い手不足による農地の荒廃が懸念されるなか、農業の振興を通じ、地域農業

の持続的発展と地域社会経済の活性化に寄与することを目的に次の事業を行う。 

１．農業の担い手の育成に関する事業 

２．農作業の支援に関する事業 

３．農用地の保全や権利調整に関する事業 

４．農業政策推進のためのマネジメントに関する事業 

５．技術習得を目的とした研修等事業 

６．その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

 

Ⅱ．事業概要 

 

（１）公益目的事業 

 ①農業の担い手の育成に関する事業 

  農業者の高齢化が進んでいることから、地域農業を持続的に発展させることを目的に行う。 

・新規就農者や認定農業者への支援 

・新規就農者、農業生産法人、担い手の規模拡大等による経営安定化を図るための支援 

 

 ②農作業の支援に関する事業 

  高齢農家や兼業農家の大きな負担となっている基幹農作業を、農作業受託組合を中心に、農業

生産組織、中核農家と連携を図り支援することで、耕作放棄や地域農業の衰退を未然に防止する

ことを目的に行う。 

  ・水稲育苗  3,400枚 

  ・基幹農作業受託（耕運、代掻き、田植え、刈取りなど）  延 23.0ha 
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 ③農用地の保全と地域農業の維持増進に関する事業 

  農地管理の維持が困難になった農家の農地を管理耕作することで、農地の荒廃や地域農業の 

衰退を未然に防止することを目的に行う。 

・作付面積 11.83ha 「求められる おおしま育ち」を栽培、販売 

・耕作圃場の集約化による生産コスト低減に向けた取り組み強化 

・米の有利販売に向けた取り組み強化 

 

 ④農業マネジメントに関する事業 

  中山間地域で農業者の高齢化が進む当地域では、次世代に引き継ぐべき地域資源である農地の

荒廃が進みつつある。優良農地の継続的な活用については、地域ぐるみ、集落ぐるみの合意形成

が必要であり、その支援を実施する。 

・農地利用集積円滑化事業【継続分】及び農地中間管理事業 

農用地の利用調整を図り、効率的な土地利用及び荒廃地の発生防止 

  ・日本型直接支払制度に係る事務支援 

１）中山間地域等直接支払に係る広域協定事業への支援 

中山間地域等直接支払制度の活用を進めるため、大島区農業振興会への支援体制の強化 

２）多面的機能支払制度に係る事務支援事業 

    中山間地域等直接支払制度との連携による相乗効果と事務支援の強化 

   ３）環境保全型農業直接支払制度に係る事務支援事業 

    「大島区の環境を守る会」を組織し、農地保全と担い手の育成に努め、環境にやさしい農

業を推進する 

 

 ⑤園芸の技術習得に関する事業 

  大島区の大半の農家は稲作単一経営であり、現在の米価が不安定な状況では、園芸導入により

農業者の経営の安定化を図る必要がある。この事から、公社が技術習得のため、新規作物を先行

導入して栽培技術を確立することで、容易に園芸導入に取り組むことができるよう支援する。 

・花苗の技術習得に関する事業 

上越市の植栽事業及び市内各団体への供給等により地域の美化・緑化推進に協力 

・園芸の技術習得に関する事業 

収益の安定した自然薯の栽培と普及 

地域の特性を生かした新規作物の選定と実証栽培 

 

 ⑥各種研修等事業 

・農業基礎知識の習得等に関する研修会 

・農業とのふれあいによる心豊な人づくり講習会 

・職場体験の受け入れ 

 

-31-



（２） 収益目的事業 （収１） 

①冬期に道路等の除雪を行う事業 

 冬期間の地域住民の生活道路を確保するため、道路除雪を実施する。 

 

 

Ⅲ．その他 

 

① 連携指導事業 

浦川原区総合事務所（上越市）、上越東農林事務所普及課（新潟県）、えちご上越農業協同組合

との連携を密にし、事業展開を図るとともに農家指導への協力を行う。 

 

② 職員研修等 

・ 職員の意欲及び資質向上を図るため各種研修会等へ積極的に参加する。 

・ 各種機械の整備講習や安全講習会等への参加を行う。 

 

③ 販売強化と情報収集 

・ 環境に配慮した農産物の安定生産と「おおしま育ち」のブランド化の推進 

・ 生産物の有利販売を進めるため、「県認証米制度」の活用や、新たな販売戦略の検討 

・ 新潟県及び上越市が発信する販路拡大、販売促進情報を積極的に活用 
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面積（ha） 金額（千円）

①担い手の育成 0

耕うん 6.0 438  @7,300/10a×600a＝ 438,000

代掻き 5.0 485  @9,700/10a×500a＝ 485,000

田植え 4.0 244  @6,100/10a×400a＝ 244,000

刈取り 8.0 1,576  @19,700/10a×800a＝ 1,576,000

 @900×1,200枚＝ 1,080,000

 @990×2,200枚＝ 2,178,000

水稲苗配達 2,500 275  @110×2,500枚＝ 275,000

機械回送 80 320  @4,000×80回＝ 320,000

籾運搬 25,000 100  @4×25,000㌔＝ 100,000

6,696 合計 6,696,000

4.26 反収7.5俵

 作付面積 1.23 反収8.5俵

（ha） 6.34 反収8.5俵

11.83

 小　売 コシヒカリ　220俵 4,800,000

つきあかり　170俵 3,060,000

 荷物発送運賃収入 450,000

 JA出荷 コシヒカリ @12,000×100俵＝ 1,200,000

にじのきらめき 0

つきあかり @10,000×32俵＝ 320,000

飼料米 440俵 53,000

屑・端量米 127,000

10,010 合計 10,010,000

農地利用集積円滑化  賃貸料収入 217,741

事業【継続分】 2.06 222  手数料収入（税込） 4,979

（利用権設定面積）
222,720

中山間地域等直接

支払事務支援事業

多面的機能支払

事務支援事業

環境保全型直接支払

事務支援事業

中間管理機構 150  事務委託費 150,000

3,498 合計 3,498,720

コシヒカリ

にじのきらめき

つきあかり

合　計

30

2,396,000

700,000

30,000

マネジメント合計

2,396

 事務支援受託費

令和　４　年度　　事　業　計　画　明　細　書

備 考

合　計

計　　　画
事業区分

3,258

③
農
用
地
の
保
全
と
地
域
農
業
の
維
持
増
進

3,400

公
　
　
益
　
　
目
　
　
的
　
　
事
　
　
業

作付面積

②
農
作
業
の
支
援

育苗硬化

保全合計

④
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

700

10,010

 事務支援受託費

 事務支援受託費

支援合計

米販売収入
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 春花苗 @65×5,000Pt×1.1＝ 357,500

 秋花苗 @55×4,350Pt×1.1＝ 263,175

 JA花苗 @65×5,000Pt×1.1＝ 357,500

ﾁｭｰﾘｯﾌﾟ球根　@30×750球×1.1＝ 24,750

花苗合計 1,002,925

⑤
園
芸
の
技
術
習
得

@1,300/㎏×90㎏ 117,000 JA出荷

125,000 ﾈｯﾄ販売

500,000 小売

20,000 種子販売

合計 762,000

70,000

合計 70,000

農産物合計 832,000

 花苗生産 3,165,601

公共花壇等管理 4,847  植栽管理 花壇の除草管理等 1,681,987

4,847,588

6,682 合計 6,682,513

0

26,886

　実稼動　　　250H 7,000,000

　パトロール　 60H 480,000

　固定費 1,317,000

　ﾎﾟｰﾙ設置・撤去 76本 240,000

　排雪等作業　一式 1,480,000

　春先除雪　　10H 250,000

　待機補償　　　0H 0

合計 10,767,000

10,767 合計 10,767,000

37,653

10,767

 野菜

@2,500/㎏×50㎏

 自然薯

白菜 @200×500個×70％

@1,500～2,000/㎏×300㎏

⑥研修等事業

⑤
園
芸
の
技
術
習
得

1,003

収益事業合計

熊田三竹沢
町　　　内
萍　沢　線

公
　
　
益
　
　
目
　
　
的
　
　
事
　
　
業

園芸合計

公共花壇合計

一年草・多年草・肥料等

@100×200個
832農産物生産

花苗生産

公益事業合計

事業収入合計

収
１

収
益
事
業

市道除雪受託事業
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(単位：円）

公１ 小計 収１ 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 1,000 1,000 0 0 0 0 1,000

基本財産受取利息 1,000 1,000 0 0 0 1,000

事業収益 26,886,000 26,886,000 10,767,000 10,767,000 0 0 37,653,000

農作業支援事業収益 6,696,000 6,696,000 0 0 0 6,696,000

保全管理事業収益 10,010,000 10,010,000 0 0 0 10,010,000

マネジメント事業収益 3,498,000 3,498,000 0 0 0 3,498,000

園芸事業収益 6,682,000 6,682,000 0 0 0 6,682,000

除雪作業収益 0 0 10,767,000 10,767,000 0 10,767,000

受取補助金等 9,332,924 9,332,924 0 0 2,000,000 0 11,332,924

受取国庫補助金 5,501,000 5,501,000 0 0 0 5,501,000

受取地方公共団体補助金 3,500,000 3,500,000 0 0 2,000,000 5,500,000

受取補助金等振替額 331,924 331,924 0 0 0 331,924

雑収益 348,000 348,000 13,000 13,000 5,000 0 366,000

受取利息 0 0 0 0 1,000 1,000

雑収益 348,000 348,000 13,000 13,000 4,000 365,000

期末農産物棚卸高 2,628,000 2,628,000 0 0 0 2,628,000

経常収益計 39,195,924 39,195,924 10,780,000 10,780,000 2,005,000 0 51,980,924

（２）経常費用

事業費 38,368,913 38,368,913 10,678,801 10,678,801 0 49,047,714

役員報酬 0 0 0 0 0

給料手当 12,948,000 12,948,000 3,530,000 3,530,000 16,478,000

臨時雇賃金 2,253,000 2,253,000 219,000 219,000 2,472,000

福利厚生費 2,381,000 2,381,000 613,000 613,000 2,994,000

退職給付費用 1,444,649 1,444,649 214,401 214,401 1,659,050

減価償却費 2,516,264 2,516,264 2,085,400 2,085,400 4,601,664

旅費交通費 10,000 10,000 0 0 10,000

通信運搬費 866,000 866,000 29,000 29,000 895,000

消耗品費 5,053,000 5,053,000 90,000 90,000 5,143,000

修繕費 1,220,000 1,220,000 1,000,000 1,000,000 2,220,000

燃料費 853,000 853,000 1,204,000 1,204,000 2,057,000

光熱水料費 958,000 958,000 130,000 130,000 1,088,000

支払手数料 755,000 755,000 52,000 52,000 807,000

賃借料 1,852,000 1,852,000 490,000 490,000 2,342,000

使用料 2,318,000 2,318,000 18,000 18,000 2,336,000

保険料 522,000 522,000 130,000 130,000 652,000

租税公課 1,273,000 1,273,000 870,000 870,000 2,143,000

支払負担金　 335,000 335,000 4,000 4,000 339,000

委託費 801,000 801,000 0 0 801,000

雑費 10,000 10,000 0 0 10,000

期首農産物棚卸高 2,628,000 2,628,000 0 0 2,628,000

令和４年度公益財団法人大島農業振興公社収支予算書

令和４年４月１日から 令和５年３月３１日まで

法人会計 内部取引控除 合計
公益目的事業会計

科     目
収益事業等会計

-35-



(単位：円）

公１ 小計 収１ 小計

令和４年度公益財団法人大島農業振興公社収支予算書

令和４年４月１日から 令和５年３月３１日まで

法人会計 内部取引控除 合計
公益目的事業会計

科     目
収益事業等会計

管理費 2,254,900 0 2,254,900

役員報酬 0 0

給料手当 1,013,000 1,013,000

福利厚生費 179,000 179,000

退職給付費用 112,900 112,900

会議費 173,000 173,000

旅費交通費 488,000 488,000

通信運搬費 29,000 29,000

消耗品費 3,000 3,000

燃料費 10,000 10,000

光熱水料費 41,000 41,000

支払手数料 12,000 12,000

賃借料 29,000 29,000

使用料 36,000 36,000

保険料 0 0

支払負担金　 99,000 99,000

雑費 30,000 30,000

経常費用計 40,996,913 40,996,913 10,678,801 10,678,801 2,254,900 0 53,930,614

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,800,989 △ 1,800,989 101,199 101,199 △ 249,900 0 △ 1,949,690

基本財産評価損益等 0 0 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0 0 0

評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 1,800,989 △ 1,800,989 101,199 101,199 △ 249,900 0 △ 1,949,690

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

受取補助金等振替額 0 0 0 0 0 0 0

固定資産売却益 0 0 0 0 0 0 0

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

固定資産除却損 0 0 0 0 0 0 0

経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0

他会計振替額 0 0 0 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 1,800,989 △ 1,800,989 101,199 101,199 △ 249,900 0 △ 1,949,690

一般正味財産期首残高 22,156,365 22,156,365 12,334,126 12,334,126 △ 2,096,499 0 32,393,992

一般正味財産期末残高 20,355,376 20,355,376 12,435,325 12,435,325 △ 2,346,399 0 30,444,302

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等 2 2 0 0 0 0 2

一般正味財産への振替額 △ 331,924 △ 331,924 0 0 0 0 △ 331,924

当期指定正味財産増減額 △ 331,922 △ 331,922 0 0 0 0 △ 331,922

指定正味財産期首残高 52,290,654 52,290,654 0 0 0 0 52,290,654

指定正味財産期末残高 51,958,732 51,958,732 0 0 0 0 51,958,732

Ⅲ　正味財産期末残高 72,314,108 72,314,108 12,435,325 12,435,325 △ 2,346,399 0 82,403,034
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支出又は収入の
予定額

使途

借入れの予定

資金調達方法
又は取得資金の使途

借入先 金額

法人名

A016528

公益財団法人大島農業振興
公社

なし

なし

当期中における借入れの予定の有無を記載し、借入れ予定がある場合は、その借入先等を記載してください。

事業

区分

事業
年度

円

資金調達及び設備投資の見込みについて

（１）資金調達の見込みについて

法人コード

番号

当期中における重要な設備投資（除却又は売却を含む。）の予定の有無を記載し、設備投資の予定がある場合には、その内容等を記載してくださ
い。

自 令和4年4月1日

令和5年3月31日至

円

設備投資の内容

（２）設備投資の見込みについて

設備投資の予定

事業

区分 番号

円

円
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